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(2) 基本設計方針 

変更前 変更後 
ａ．構成 

使用済燃料貯蔵設備本体は，金属キャスク及び貯蔵架台で構成する。 

 

ｂ．金属キャスク 

金属キャスクは，その内部のバスケットの幾何学的な配置及び中性子を吸収する材料により，臨

界を防止する設計とする。使用済燃料集合体を貯蔵容量最大に収納した条件下で，金属キャスクの

搬入から搬出までの全工程において，金属キャスクの取扱時に金属キャスクが相互に近接すること

等技術的に想定されるいかなる場合でも，中性子実効増倍率を 0.95 以下となるよう設計する。 

金属キャスクは，使用済燃料集合体を内封する空間を負圧に維持するとともに金属キャスクの内

部の空間を不活性雰囲気に保つ設計とする。 

金属キャスクは，一次蓋及び二次蓋による多重の閉じ込め構造とし，一次蓋と二次蓋との空間部

を正圧に維持することにより，使用済燃料集合体を内封する空間を金属キャスク外部から隔離する

設計とするとともに閉じ込め機能の修復性を考慮した設計とする。 

金属キャスクは，使用済燃料集合体の崩壊熱を金属キャスク表面に伝え，周囲空気，使用済燃料

貯蔵建屋に伝達することにより除去する設計とする。 

燃料被覆管の温度は，燃料被覆管の累積クリープ量が１％を超えない温度，照射硬化の回復現象

により燃料被覆管の機械的特性が著しく低下しない温度及び水素化物の再配向による燃料被覆管の

機械的特性の低下が生じない温度以下となるように制限する。 

金属キャスク構成部材の温度は，基本的安全機能を維持できる温度以下となるように制限する。 

金属キャスクは，使用済燃料集合体からの放射線をガンマ線遮蔽材及び中性子遮蔽材により十分

に遮蔽する設計とする。 

また，金属キャスクのガンマ線遮蔽材及び中性子遮蔽材の放射線照射，熱による遮蔽性能の低下を

考慮しても，金属キャスク表面及び金属キャスク表面から 1ｍの位置における線量当量率は，それぞ

れ 2 mSv/h 以下，100μSv/h 以下となるよう設計する。 

金属キャスクは，自重，内圧，熱荷重等を考慮して設計するとともに，貯蔵期間中に操作員の単一

の誤操作により発生すると予想される貯蔵架台への衝突により生じる荷重等を考慮しても，基本的

安全機能を損なわない構造強度を有する設計とする。 

基本的安全機能を維持する上で重要な金属キャスクの構成部材は，設計貯蔵期間（50 年間）に加

えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年間における温度，放射線等の環

境及びその環境下での腐食等の経年変化に対して十分な信頼性のある材料を選定し，その必要とさ

れる強度，性能を維持し，必要な安全機能を失うことのないように設計する。 

金属キャスクは，使用済燃料集合体を不活性ガスであるヘリウムとともに封入して貯蔵する設計

とし，金属キャスク表面の必要な箇所には，塗装による防錆措置を講ずる。 

 

 

 

 

ａ．構成 

（変更なし） 

 

ｂ．金属キャスク 

 （変更なし） 
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変更前 変更後 
ｃ．貯蔵架台 

貯蔵架台は，金属キャスクを床面に固定する設計とする。 

貯蔵架台は，その使用される圧力，温度，水質，放射線，荷重その他の使用条件に対して適切な機

械的強度及び化学的成分（使用中の応力その他の使用条件に対する適切な耐食性を含む。）を有す

るものとし,有害な欠陥がないことを非破壊試験により確認する。 

貯蔵架台に使用する材料にあっては，当該貯蔵架台の最低使用温度に対して適切な破壊じん性を

有する設計とする。 

貯蔵架台は，取扱い時及び貯蔵時において，全体的な変形を弾性域に抑える設計とする。また，取

扱い時及び貯蔵時において，疲労破壊及び座屈が生じない設計とする。 

ｃ．貯蔵架台 

 （変更なし） 

 

Ｂ
-
3















 

 
Ⅰ 2 

(2) 基本設計方針 
変更前 変更後 

 

ａ．使用済燃料貯蔵建屋の構成 

使用済燃料貯蔵建屋（以下「貯蔵建屋」という。）は，貯蔵建屋，遮蔽ルーバ及び遮蔽扉から構成する。 

 

ｂ．使用済燃料貯蔵建屋 

貯蔵建屋は，金属キャスクを最大 288 基収容する地上１階で，平面が約 131m（南北方向）×約 62m（東西

方向）の鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）の建物である。標高 16m の整地地

盤からの高さは，約 28m である。ただし，本標高は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたものである。 

貯蔵建屋は，使用済燃料貯蔵設備本体，使用済燃料の受入れ施設，計測制御系統施設，放射性廃棄物の廃棄

施設，放射線管理施設及びその他使用済燃料貯蔵施設の附属施設の主要な設備を収容し，貯蔵区域，受入れ

区域及び付帯区域から構成する。 

受入れ区域及び貯蔵区域には，金属キャスク表面から金属キャスク周囲の空気に伝えられた使用済燃料集

合体の崩壊熱を，その熱量に応じて生じる空気の通風力を利用して自然換気方式により適切に貯蔵建屋外へ

放散するための給気口及び排気口を設ける。適切な通風力を得るため，貯蔵区域の排気口は地上高さ約 23m に

設け，受入れ区域の排気口は地上高さ約 20m に設ける。また，貯蔵区域では，計測設備等の電気品の性能維

持を考慮し，貯蔵建屋内の雰囲気温度が 45℃以下，コンクリートの基本特性に大きな影響を及ぼすような自

由水の逸散が生じない温度及び構造材としての健全性を維持するための温度を考慮し，貯蔵建屋のコンクリ

ート温度が 65℃以下に保たれるよう，片側の給気口から中央の排気口までの金属キャスク配置を１列当たり

最大６基とする。 

貯蔵建屋の除熱解析においては，貯蔵建屋及び金属キャスクを一次元又は三次元で適切にモデル化し，一

次元熱計算により貯蔵建屋内の雰囲気温度を，三次元熱流動解析により貯蔵建屋のコンクリート温度を評価

する。 

また，金属キャスク表面からの放射線を遮蔽するため，貯蔵建屋の壁は十分な厚みを有するコンクリート

壁とするとともに，人の出入口に迷路を，給気口に迷路構造を設ける。 

 

ｃ．遮蔽ルーバ 

金属キャスク表面からの放射線を遮蔽するため，貯蔵建屋の排気経路に十分な厚みを有する遮蔽ルーバを

設ける。 

 

ｄ．遮蔽扉 

金属キャスク表面からの放射線を遮蔽するため，貯蔵建屋の機器搬出入口扉及び一部の人員用扉は十分な

厚みを有する遮蔽扉とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．使用済燃料貯蔵建屋の構成 

   （変更なし） 

 

ｂ．使用済燃料貯蔵建屋 

   （変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．遮蔽ルーバ 

   （変更なし） 

 

 

ｄ．遮蔽扉 

   （変更なし） 
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